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 平成２０年に施行された公益法人制度改革関連３法の規定により、当財団は平成２２年４月から公

益財団法人へ移行し、組織として大きな変貌を遂げました。このことにより、財団としては、これま

で以上に公益性の高い事業を中心により優れた活動・サービスの提供に努めています。 

 また、行財政改革の一環として導入された指定管理者としては、今年度が５年間のうちの中間に当

たる３年目となります。現指定管理者としてのアドバンテージをより強固なものとするとともに、新

たな公募提案に向けた具体的な準備に取り組みます。 

 当財団としては、こうした状況を全職員が一丸となって乗り切るため、職員研修と職員の資格取得

を中心とした「人材育成基本計画」を策定し、チャレンジ精神、プロ意識、マネジメント能力を兼ね

備えた人材を求めて、職員個々の資質向上を図るとともに、士気の高揚を促し、その持てる意欲と能

力を最大限に発揮できる職場環境づくりを推進します。 

 

 

１ 人材育成の視点 ～求められる職員像～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

２ 人材育成の体系 ～研修内容の充実・強化、資格取得の推進～   

  別紙のとおり 

 

◎旺盛なチャレンジ精神 

  職員は、時代の動きを敏感に捉え、業務や職場における様々な課題を自ら発見し、迅速 

 な解決に向けて主体的にチャレンジすることが求められています。 

 

◎高いプロ意識の発揮 

  職員は、県民に対して質の高いサービスを提供していくという意識を持って、自分の担 

 当分野に関するより高度な専門的知識や技術を修得するなど自己研鑽に励むとともに、業 

 務全般についての関心を持つことが必要です。 

  また、県民にとって何が必要であるかを自ら考え、それに基づき独創的な企画を発案し、 

 事業を展開するとともに、実施した事業に対して責任を持つという、プロとしての意識を 

 強く持つことが求められています。 

  

◎高いマネジメント力と優れた人間性 

  職員は、柔軟で斬新な発想と、改革・改善の意識で、より効率的・効果的な事業運営を 

 推進しようとするコスト意識と経営感覚を持つことが求められています。 

  特に管理・監督者には、部下職員の能力とやる気を最大限に引き出すことで、限られた 

 人的・財政的資源を有効に活用して組織力を高めていくことができるマネジメント力と、 

 部下職員がぜひ見習いたいと思うような人間性を持つことが求められています。 

（公財）愛知県教育・スポーツ振興財団 
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職階に応じたスキルアップを通じて、

組織力の強化を図る。

少人数を対象に演習方式でより専

門的な知識・技能等を習得する。

トップに求められる人材育成、組織

活性化のためのマネジメントなど第

一線の責任者としての必要な知識

を習得する。

業務の基本から高度で専門的知

識・技能を習得し、顧客満足度の高

いサービスの提供を図る。

職員のマルチスタッフ化や窓口業務のワンストップサービスなど

を図るため。各業務のマニュアルを整備し、班長が中心となって、

「人を育てる」という明確な意思のもとに、実践的な指導を実施す

る。

「ヤル気」と、業務遂行に必要な能力の開発・向上が自らの責務

であるという「自助努力」の意識を醸成する。監督者は、部下の

育成に高い意識を持ち、率先して自己啓発の取組姿勢を示す。

施設の維持管理に係る法定資格者

を適正に配置し、法令遵守を徹底

するとともに、安全安心の体制の確

立を図る。

施設の維持管理等に係る専門的知

識を習得し、ファシリティマネジメン

トや効率的運営を推進する。

他の外郭団体等での勤務を通じて、実践的な企業感覚や広い視

野を身に付けさせ、職員の意識改革を進め、経営感覚、改革意

欲等を持った職員を養成する。

緊急時における迅速かつ適切な対応力の向上を図るとともに。

ＣＰＲ・ＡＥＤに関するＯＪＴの指導者を育成し、安全安心の体制

をより強固なものとする。

施設や事業の運営に係る資格取得により、利用者サービスから

安全管理に至るまでの総合的マネジメント力を強化し、施設等の

健全経営を推進する。

財団の特徴を活かした魅力ある事業を企画・立案し、施設のＰＲ

や利用促進に役立てる。

・全青教施設運営研究協議会

・全国体育施設研究協議大会

・生涯スポーツ体力づくり全国会議

など

・特別休暇の利用

（ボランティア休暇）

・職員互助会選択型福利厚生

事業の参加（自己啓発） など

・業務マニュアルに基づく研修

・野外活動プログラム研修

・ＡＥＤ研修

など

・職階別研修

（新採用研修・監督者研修）

・接遇研修、デザイン研修

など

・課長補佐級以上を対象とした

マネジメント研修

・人材育成等に係る研修

・県外郭団体等と連携し、必要に

応じて実施する研修

・監督者研修

（課長級・課長補佐級・主査級）

・新規採用者研修

・パソコン研修

（エクセル・ワード・アクセス等）

・ライフプランセミナー など

・猟銃空気銃所持許可、ボイラー

技士、危険物取扱者、甲種防火

管理者 など

・体育施設管理士、水泳指導士、

プール衛生管理者 など

・スポーツ救急手当指導員

（インストラクター・プロバイダー）、

・ＣＰＲ、ＡＥＤ講習修了者 など

・上級体育施設管理士、体育施設

運営士

・日体協アシスタントマネジャー

・日商簿記検定

・健康運動指導士

・日体協公認スポーツリーダー

・スポーツプログラマー など

施設の運営や維持管理並びに事業展開に関する最新情報を入

手するとともに、他県での様々な取組事例を学び、利用者サー

ビスや安全管理の向上に役立てる。
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